
① 貸借対照表 (BS)

④ 資金収支計算書 (CF)

③ 純資産変動計算書 (NW)

令和6年度 白井市の統一的な基準による財務書類の概要（連結会計）

統一的な基準による財務書類とは、総務省において、財政の効率化・適正化を推進するため、企業会計の考え方及び手法を取り入れた財務書類の作成・公表を推進するとともに、地方公共団体

間の比較可能性を高める目的から、平成27年度より全国の地方自治体に作成を要請しています。

② 行政コスト計算書 (PL)

(単位:万円)

⑤ 指標分析
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【有形固定資産減価償却率】
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【住民一人当たり指標】

　　 資産＝ 206万円 　　負債＝ 86万円

R5類似団体平均 150万円 40万円

R5類似団体平均 71.4%

  　  社会資本に対する、現在までの世代がすでに負担している割合（社会資本形成の世代間比率）【純資産／総資産】

R5類似団体平均 64.8%

   　　償却資産の耐用年数に対して、取得からどの程度経過しているか把握する割合【減価償却累計額／取得価額】

　　　地方債等の元利償還額を除いた歳出と、地方債等発行収入を除いた歳入のバランスを示す指標。

　　　【業務活動収支（支払利息支出を除く）+投資活動収支（基金積立支出、取崩収入を除く）】

R5類似団体平均 40万円

R5類似団体平均 4.2%

　　　受益者負担割合は、 行政 活動の自律性を測定する。行政サービスに対する受益者負担の割合を算出することが可能になります。

      【経常収益/経常費用】

※R5類似団体平均:R5年度総務省類型区分の都市Ⅱ－３に該当する108団体のうち財務四表を公表している108団体から平均値を算出しています。

①住民１人当たりの資産と負債残高 （令和7年1月1日現在人口 62,218 人）

488億7,457万円

④基礎的財政収支（プライマリーバランス）・・・・ 1億7,223万円

　   ※　令和6年度末現在:償却資産取得価額等:　

②純資産比率（過去及び現役世代で負担済分）・・・・ 58.2%

③有形固定資産減価償却率（資産の老朽化割合）・・・・47.7%

⑥受益者負担割合　　・・・・・・・・・・・・・・・ 5.0%

⑤住民1人当たりの純行政コスト　　・・・・・・・・

1,024億2,103万円 減価償却累計額:

57万円


